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摘要
　本稿は主に戦前期の「島根県統計書」を活用し，1905～1935年における島根県
市郡別の出生力・死亡力の算出を試みた。出生力および死亡力算出に必要な男女
年齢別人口と動態数は，同時期の国勢調査や人口動態統計等を用いて補正を行っ
た。その結果，郡別の出生力・死亡力の地域較差は期間を通じて比較的安定して
いたことや，出生力・死亡力とも松江市においていち早く低下が観察され，人口
転換が都市部から農村部へと波及していった可能性が裏付けられるなど，当時の
地域別人口動態に関していくつかの重要な知見を得た。同時に本稿は，必ずしも
正確とはいえない統計の補正手法の一例を提示したことによって，他地域におけ
る歴史的な人口動態分析から全国的な人口転換のメカニズム解明へと至るひとつ
の道筋を付けた。

キーワード：島根県市郡，戦前期，出生力，死亡力，人口転換

１．はじめに
　いわゆる人口転換理論に関しては，これまで人口学の分野を中心として多角的な観点から研
究が重ねられてきた。そのなかで明らかにされているのは，高出生率・高死亡率の状態から高
出生率・低死亡率を経て低出生率・低死亡率に至るという基本的なパターンは概ね共通してい
るものの，変化のプロセスは国や地域によってきわめて多様であるということである。その要
因に関しては，多くの既往研究においても解明が試みられているが，未だに不明な点が多く残
されている。
　一見すると単純でありながら，個別には複雑な変化を示す人口転換のメカニズムを解明す
るための有力なアプローチのひとつとして考えられるのが，人口動態の変化を地域別に捉え
ることである。日本全体としてみると，人口構造や人口に関する各種指標は大正期において
大きく変化しており（速水・小嶋 2007），人口転換メカニズムの解明にはこの前後の時期の人
口動態を詳細に分析することが重要課題となるが，その一方で，明治期以降の出生率・死亡
率の変化には大きな地域差を伴っていたという特徴もある（高橋 1991）。しかし，とくに大正
９（1920）年の第1回国勢調査以前における地域別人口統計は断片的であることに加え，存在
しているものについても多くが正確性を欠いていることなどから，大正期を中心とする地域人
口分析は，その重要性にもかかわらず目立った進展がみられなかった（高橋 2010a）。こうし
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た問題意識に対して取り組んだ成果がまとめられているのが高橋・中川（2010）である。本
書のなかでは，筆者も関東地方を対象として大正末期～昭和初期における当時の市町村別出
生力指標の算出を試み，GIS（地理情報システム）を利用した空間的な分析を行ったが（小池 
2010），データの都合上分析が大正14（1925）年～昭和10（1935）年の10年間という短期間に
限定されていたことや，死亡については分析に含めていない点などが課題として残っていた。
　そこで本稿においては島根県を対象とし，明治末期～昭和初期の30年間（明治38（1905）年
～昭和10（1935）年）における5年ごとの出生力・死亡力1を市郡（松江市と12郡および隠岐
島の全14地域）別に算出することを主目的とする。幸いにも，戦前の「島根県統計書」には人
口静態および人口動態に関して詳細な統計表が記載されており，この時期の人口動態の変化を
捉えるのに適した地域であるといえる。本稿に近い視点を持つ既往研究としては，明治・大正
期における横浜市と神奈川県内郡部の人口動態について詳細に分析した小嶋（2004），県別統
計書等に記載されている出生数・死亡数等を用いて明治・大正期の東海三県における市郡別
人口動態を都市化と関連させて明らかにした鈴木（2004），全国の郡区別単位で明治期におけ
る合計特殊出生率（TFR）の算出を試みた高橋（2007）などが挙げられるが，本稿では年齢
構造の影響を除去した出生力・死亡力を30年間にわたって算出し，地域別人口転換の様相をよ
り鮮明に捉えることを試みる。明治末期から昭和初期にかけての人口転換において重要な期間
を対象とし，県内市郡別という詳細なスケールで出生力・死亡力の変化を分析することによっ
て，地域別人口動態を時空間的な観点から捉えられるようになるとともに，今後の人口転換研
究に新たな展望が開けてくるだろう。
　ただし「島根県統計書」に記載されている人口や動態数（出生数・死亡数）は，信頼性が高
いと考えられる同時期の国勢調査や人口動態統計と比較すると，無視できない差があることか
ら，そのままでは出生力・死亡力の算出が困難という問題点がある。したがって，当時におい
て入手可能な諸統計を併せて参照しながら「島根県統計書」の年齢別人口や動態数に補正を加
えることによって，極力正確な出生力・死亡力の算出を試みた。このような必ずしも正確とは
いえない統計の補正は，他地域の府県別統計書等を用いた同様の分析にも応用可能と考えら
れ，補正手法の一例を示すことも併せて本稿の目的とする。
　以下，２章では「島根県統計書」と国勢調査および人口動態統計等との乖離の状況を述べ
る。３章・４章では，「島根県統計書」に記載されている市郡別年齢別人口および動態数（出
生数・死亡数）の補正方法についてそれぞれ説明する。続く5章において補正後の人口データ
に基づく市郡別出生力・死亡力の算出方法を示したうえで，出生力・死亡力の推定結果を示
し，若干の考察を加える。６章で全体をまとめ，残された課題等に触れる。

２．「島根県統計書」と国勢調査，人口動態統計等との乖離
　「島根県統計書」は，明治15（1882）年5月に「明治13年島根縣統計表」として発刊され，

1 一般に出生力・死亡力とは，それぞれ出生と死亡が発生する頻度や傾向を数量的に表したものを意味す
るが，本稿での出生力・死亡力は，とくに年齢構造の影響を除去した標準化出生比および標準化死亡比
を示すこととする。詳しくは5章を参照されたい。
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明治19（1886）年に「明治17年島根縣統計書」が刊行された後は戦時中の短い期間を除いて毎
年刊行され，今日に至っている（島根県企画振興部統計課 2015）。とりわけ戦前の「島根県統
計書」においては，同時期に刊行されている他の府県の府県別統計書と同様，当時の県勢や社
会経済状況を知ることのできる統計表が多く掲載されており，本書を活用した戦前期の地域研
究も散見される（たとえば，宮本 2014など）。「島根県統計書」は年によって統計表項目の内
容や数量が異なるが，戦前では，明治37（1904）年以降複数巻刊行されており，昭和7（1932）
年頃までが統計表が最も充実している期間である。
　本稿ではこの「島根県統計書」を主に活用するが，総人口や動態数を同時期の国勢調査や人
口動態統計と比較すると乖離がみられ，統計をそのまま分析に用いるのは適切とはいえない。
以下では，分析対象期間の1905～1935年における「島根県統計書」による総人口および動態数
と他の統計による値との乖離の状況についてみていくこととする。なお紙幅の都合上，島根県
全県における乖離の状況にのみ触れるが，乖離の程度は市郡によって大きく異なっていること
を付け加えておく。

（1）総人口
　本稿の分析対象期間において表象されている「島根県統計書」の市郡別男女年齢別人口は

「現住人口」と記されている。国勢調査以前の現住人口は，基本的には本籍人口に寄留人口を
加えたものであり，府県別には内閣統計局によって作成された甲種現住人口が存在する。しか
し，現実には入寄留人口が出寄留人口よりも過大であったために，現住人口が実際人口よりも
多くなっていたという問題がある。この問題を解消すべく，内閣統計局は甲種現住人口に統計
的補正を加えた乙種現住人口も公表しているが，乙種現住人口も暫定的な修正結果に過ぎず，図1 諸統計による島根県人口（1905～1935年） 

※原資料は下記のとおり。
乙種現住→厚生省研究所人口民族部（ ）
修正乙種現住→島根県統計課（ ）

年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年
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「島根県統計

書」

警察署調査

乙種現住

修正乙種現

住

国勢調査

図１　諸統計による島根県人口（1905～1935年）
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寄留整理によって生じた人口減少をそれ以前の年次に遡って修正されていないなどの問題を抱
えている（高橋 2010b）。「島根県統計書」の「現住人口」にも同様の問題があった可能性が高
く，1920～1935年の国勢調査人口と比較すると，調査日の違い（国勢調査は10月1日，「島根県
統計書」は12月31日）では説明できないほどの乖離がみられる。
　図1は，「島根県統計書」を含む諸統計による1905～1935年の間の島根県人口である。まず
1920年以前において，「島根県統計書」による人口は，内閣統計局「日本帝国統計年鑑」によ
る乙種現住人口に近い値で推移している。しかしこれらの値は，警察署調査による現住人口や
島根県統計課（1974）に記載されている乙種現住人口2（以下，修正乙種現住人口とする）より
も大幅に多くなっている。「島根県統計書」による人口と内閣統計局「日本帝国統計年鑑」に
よる乙種現住人口は，ともに1917年から1918年にかけて大幅に減少しているのが大きな特徴で
ある。1918年はスペイン風邪の流行のため人口動態は平常年と異なっており，人口動態統計に
よれば分析対象期間において，この年のみ死亡数が出生数を上回っている。ただ自然減の幅は
700人余りにとどまっており，「島根県統計書」による1917年から1918年にかけての人口変化

（47,000人余りの減少）と比較すると無視できるほどの減少幅である。仮に「島根県統計書」
の現住人口が正確な値であったとすれば，1918年には大幅な社会減が発生したことになるが，

「島根県統計書」に記載されている寄留統計によれば，1918年の出寄留・入寄留の状況は前後の
年と大きな違いがなく，この時期におそらくは寄留整理が行われたものと考えられる。1918年
の人口は，「島根県統計書」，乙種現住人口，修正乙種現住人口の３種類の統計でほぼ同じ水準
となっており，概ね信頼できる数値と捉えてよいだろう。
　「島根県統計書」には明記されていないものの，1917年以前の「島根県統計書」による人口は
乙種現住人口に近い性格を持っていた可能性が高く，実際の現住人口と比較して過大であった
と考えるのが妥当であろう。一方，修正乙種現住人口はほぼ一貫してスムーズな変化をたどっ
ており，1917年から1918年にかけても3,500人の減少と，この間の社会増減を考慮すれば妥当な
減少幅となっている。残念ながら，本統計の作成方法は不明であるが，当時の人口動態統計か
ら得られる各年別の自然増減数と照らし合わせても概ね合理的な人口推移であると考えられる。
1920年以降においては5年ごとに国勢調査人口が得られるため，1920年・1925年・1930年・
1935年の４時点において，国勢調査人口と「島根県統計書」による人口を比較することが可能
である。図1のとおり，「島根県統計書」による人口は，国勢調査年に国勢調査人口に近づく
傾向がみられるものの，一貫して国勢調査人口を上回って推移している。前述のように，調査
時点が異なることには留意する必要があるが，「島根県統計書」では，国勢調査後においても
乙種現住人口と同様の方法で人口が推計されていたため，過大になっている可能性が高いと考
えられる。本稿では，1915年以前は修正乙種現住人口，1920年以後は各回の国勢調査人口を，そ
れぞれ正確な現住人口とみなして一連の作業を行うこととした。

2 本書の注釈に，記載されている明治41年以降の乙種現住人口は，各年の内閣統計局「日本帝国統計年鑑」
によると記されているが，「日本帝国統計年鑑」とも異なる値となっている。
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（２）動態数
　1905年から1935年までの人口動態統計と「島根県統計書」に記されている島根県の出生数・
死亡数を示したのが図２である。まず出生数については，人口動態統計と「島根県統計書」の
間で比較的大きな乖離がみられ，「島根県統計書」による値が一貫して大きくなっている。人
口動態統計による出生数を基準とした場合，大半の年次において「島根県統計書」による出生
数が5～６％程度上回っている。一方死亡数については，出生数と同様に「島根県統計書」に
よる値が一貫して大きくなっているものの，両統計の間で目立った差はみられない。人口動態
統計による死亡数を基準とすれば，「島根県統計書」による死亡数は概ね＋1％程度に収まっ
ている。

図2 人口動態統計と「島根県統計書」による 
出生数・死亡数（1905～1935年） 

※資料：人口動態統計，島根県統計書

年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年

出
生
数
・
死
亡
数
（人

）

出生数

（「島根県統計書」）

出生数

（人口動態統計）

死亡数

（「島根県統計書」）

死亡数

（人口動態統計）

図２　人口動態統計と「島根県統計書」による出生数・死亡数（1905～1935年）

※資料：人口動態統計， 「島根県統計書」
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　「島根県統計書」には，出生数・死亡数とも「現住人の」と記されている一方で，戦前の人
口動態統計は発生地に基づく値となっている。つまり前者は，現住地が島根県である人からの
動態数であるのに対して，後者は島根県で発生した動態数ということになり，本来であれば両
者の差はほとんどないはずであるが（高橋 2003），上述のように現住人口が過大になっている
とすれば，動態数も過大となる可能性が高くなる。また「島根県統計書」において，出生や死
亡が届けられたときに，現住人口（本籍島根県＋他地域からの入寄留人口）の分と非現住人口

（本籍島根県で他地域への出寄留人口）の分に正しく振り分けられていたかどうかは疑問であ
り，仮に振り分けられていなかったとすれば，やはり動態数過大の要因となり得る。死亡数に
関して概ね数値が一致している反面，出生数で比較的大きな乖離がみられることの理由は定か
でないが，「島根県統計書」に記載されている動態数は，後述する届出漏れの影響を除けば，
実際の現住人口の分と比較して過大になっていると考えられる。

※資料：人口動態統計， 「島根県統計書」
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　以上のような状況から，人口動態統計による動態数をひとまず正確な値とみなして，「島根
県統計書」による市郡別の動態数の補正を行うこととした。ただし届出漏れが少なからず発生
した可能性を考慮し，後に人口動態統計の出生数・死亡数についても補正を行った。

３．市郡別年齢別人口の補正
　本章では国勢調査等の活用により，市郡別男女5歳階級別人口の補正を行う。補正のフロー
は，図３に示すとおりである。以下，各プロセスについて説明する。図3 市郡別男女5歳階級別人口の補正フロー 

郡別男女 歳階級別人口の推定
（ 年・ 年・ 年）

市郡別男女別総人口の推定
（ 年・ 年・ 年）

全県男女 歳階級別（現住人口）の
推定（ 年・ 年・ 年）

市郡別男女 歳階級別人口の推定
（ 年・ 年・ 年）

図３　市郡別男女5歳階級別人口の補正フロー

（1）郡別男女5歳階級別人口の推定（1920年・1930年・1935年）
　1920年以降においては，国勢調査から市郡別人口が得られるが，市郡別に男女5歳階級別
人口が得られるのは1925年のみであり，1920年・1930年・1935年においては各歳別に公表され
ている松江市を除き，郡別には特殊年齢別人口という変則的な年齢区分の人口しか得られな
い。したがって，これらの3年次においては既存のデータから5歳階級別人口の推定を行う。
なお，最高年齢階級は「75歳以上」とした。
　1920年・1930年・1935年についてはすべて同じ推定方法によっているため，1920年を例とし
て説明する。1920年の国勢調査から郡別に得られる特殊年齢別人口は，表1の左側の区分であ
り，5歳階級別の人口が得られるのは男女とも15～19歳と20～24歳のみである3。その他の5歳階
級別人口について推定するが，推定は5歳階級の最小公倍階級で得られる人口と県全体の5歳
階級別人口をそれぞれ制約条件とした繰り返し比例補正法により行った。

3 特殊年齢別人口のなかで「60歳以上」は，1930年国勢調査では「60～64歳」・「65歳以上」，1935年国勢調
査では「60～64歳」・「65～69歳」・「70歳以上」にそれぞれ分かれて表象されている。



－ 43 －

明治後期～昭和初期における島根県市郡別の出生力と死亡力の算出

表１　1920年国勢調査の特殊年齢階級と5歳階級の最小公倍階級

表1 1920年国勢調査の特殊年齢階級と 
5歳階級の最小公倍階級 

性別 特殊年齢別
5歳階級の

最小公倍階級
０歳

１－５歳

６－１３歳

１４歳

１５-１６歳

１７-１９歳

２０歳

２１-２４歳

２５-３９歳

４０-５９歳

６０歳以上

０歳

１－５歳

６－１３歳

１４歳

１５-１９歳

２０-２４歳

２５-４４歳

４５-５９歳

６０歳以上

男

0-14歳

15-19歳

20-24歳

同左

女

0-14歳

同左

　たとえば郡別の特殊年齢別人口では，男女とも0～14歳のなかの5歳階級別人口を得ること
はできないが，0歳・1～5歳・６～13歳・14歳の人口を合計することによって，0～14歳の
郡別合計人口は得られるため，これらを縦計の制約条件とする。一方，郡全体では島根県の男
女5歳階級別人口から松江市の男女5歳階級別人口を差し引くことによって0～14歳の5歳階
級別人口が得られるため，これらを横計の制約条件とする。続いて，郡別男女5歳階級別人口
の初期値として，1920年の「島根県統計書」から得られる人口を与える。引用資料が異なるた
め，この段階では縦計・横計とも上記の制約条件に合致しないが，縦計に合致するよう補正→
横計に合致するよう補正→縦計に合致するよう補正→・・・を繰り返し行うことによって，最
終的には縦計・横計とも制約条件に合致する数値が得られるようになる。これらの人口を1920
年の補正後の郡別男女5歳階級別人口とする。同じ手法を1920年の他の年齢階級および1930
年・1935年にも適用することにより，各年の郡別男女5歳階級別人口の推定を行った4。

（２）市郡別男女別総人口の推定（1905年・1910年・1915年）
　前述のように，1915年以前の島根県の現住人口は，修正乙種現住人口（男女別総人口）を正
確な人口とみなすこととしている。本稿で分析に利用した資料のなかで，1915年以前における
市郡別の人口が得られるのは「島根県統計書」のみであるため，まず市郡別男女別総人口の合
計を修正乙種現住人口による島根県人口に合致させるように，市郡別男女別総人口の補正を行
4 1935年については「島根県統計書」から男女5歳階級別人口が得られないため，1934年の「島根県統計書」
から得られる男女5歳階級別人口を初期人口とした。
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う。具体的には，1920年国勢調査の市郡別男女別総人口を基準とし，「島根県統計書」による男
女別総人口の増減率の相対的な関係を維持させる形で1915年以前の市郡別男女別総人口を推定
した。推定式は下記のとおりである。

　・・・①

ここで， ：t（1905，1910，1915）年の市郡 i ・性別 j の総人口（現住人口）推定値，

：1920年国勢調査による市郡 i ・性別 j の総人口， ：「島根県統計書」

による t 年の市郡 i ・性別 j の総人口， ：「島根県統計書」による t 年の全県・性別

j の総人口， ：1920年国勢調査による全県・性別 j の総人口， ：修正

乙種現住人口による t 年の全県・性別 j の総人口， ：調整係数，である。
　①式の右辺の意味は次のとおりである。第二項は，「島根県統計書」ベースで算出される市
郡 i ・性 j の1920年と t 年の人口比であり，これに第一項の市郡 i ・性 j の1920年国勢調査人口
を乗じることにより，「島根県統計書」の人口増減率にしたがった場合の t 年市郡 i ・性 j の人
口が算出される。しかし，「島根県統計書」による全県の性 j の t ～1920年の増減率は，実績
値としている修正乙種現住人口による増減率と異なるため，全県の性jの増減率を修正乙種現
住人口による増減率と合わせるようにした補正係数が第三項である。第四項は， t 年性 j の全
市郡の人口の合計を t 年性 j の全県の人口と合致させるための調整係数である。

（３）全県男女5歳階級別人口の推定（1905年・1910年・1915年）
　続いて，1915年以前における島根県全県の男女5歳階級別人口の推定を行う。推定にあたっ
ては，1920年国勢調査による全県5歳階級別人口を基準とし，1915年以前の人口を遡及推定す
る。その際，修正乙種現住人口による島根県の男女別総人口を制約条件とする。推定の基本的
な考え方は，国勢調査と「島根県統計書」の双方が利用可能な1920年・1925年・1930年のデー
タから，それぞれ年齢別変化率と年齢別性比を求め，それらの相対的な関係が1920年以前にお
いても維持されると仮定することである。たとえば，1915年の全県男女5歳階級別人口の推定
式は下記のとおりである。

・・・②
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　ただし，

　　　　

　　　　

ここで， ：1915年の全県性 j ・x ～ x+４歳の推定人口， ：1920

年国勢調査による全県x+5～ x+９歳人口， ：1920年「島根県統計書」の全

県男女計年齢x+5～ x+９歳人口， ：1915年「島根県統計書」の全県男女計年

齢x ～ x+４歳人口， ：「島根県統計書」による1915年の全県のx ～ x+４歳人口

の性比， ：1920年・1925年・1930年の「島根県統計書」によるx ～ x+４歳人口の全県の

性比と国勢調査による全県の性比の比の平均値， ：調整係数である。
　②式の右辺の意味は次のとおりである。1920年国勢調査による全県x+5～ x+９歳人口（第
一項）を基準人口として，「島根県統計書」から得られる1915年x ～ x+４歳→1920年x+5～
x+９歳の変化率逆数（第二項）を乗じて1915年の全県x ～ x+４歳人口を推定する。ただし，
1920年以降の「島根県統計書」から得られる変化率逆数と「国勢調査」から得られる変化率逆
数には違いがあることから，両者から算出される1920→1925年と1925→1930年の変化率逆数の
比の平均値を求め（第三項），これを変化率逆数の補正係数として乗じる。続いて，推定され
た全県x ～ x+４歳人口を第四項により男女別に振り分ける。振り分けの際には1915年の「島
根県統計書」による全県のx ～ x+４歳人口の性比を活用するが，1920年・1925年・1930年の３
時点における「島根県統計書」によるx ～ x+４歳人口の全県の性比と国勢調査による全県の
性比の比の平均値を性比の補正係数とする。第五項は，推定された年齢別人口の合計を1915年
の男女別総人口に合致させるための調整係数である。
　1915年の男女年齢別人口が推定されれば，今度は推定された1915年の男女年齢別人口を基準
人口とし，②と同様の式によって1910年の男女年齢別人口を推定する。1910年→1905年の推定
も同様であるが，1905年は「島根県統計書」において年齢別人口データが存在しないため，代
替として1911年と1906年の間で変化率逆数を求め，これを第二項に当てはめた。変化率逆数の
補正係数（ ）および性比の補正係数（ ）はすべて上記と同じとした5。

5 最高年齢階級は75歳以上としているため，基準年の75歳以上人口から推定されるのは5年前の70歳以上
人口となる。さらに5年前の遡及推定を行うにあたり，70歳以上人口を70～74歳人口と75歳以上人口に配
分する必要があるが，当該年の「島根県統計書」による70～74歳人口と75歳以上人口の割合を適用する
ことにより配分を行った。
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　推定された島根県全県の1905年・1910年・1915年の男女年齢別人口と，1920年の国勢調査に
よる男女年齢別人口を人口ピラミッドで表したのが図４である。1905～1920年の間で人口ピラ
ミッドの形状に大きな変化はないが，出生数の増加傾向を受けて，年少人口の増加が目立って
いる。一方で，15歳以上の人口がほとんど変化していないのは，この間に若年層の県外への人
口流出傾向が強まったことを反映していると考えられる。
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図4 推定人口に基づく島根県の人口ピラミッド 
（1905～1920年） 

1905年 1910年 

1915年 1920年 

男 女 男 女

男 女 男 女

※1920年の人口ピラミッドは国勢調査による。

図4　推定人口に基づく島根県の人口ピラミッド（1905～1920年）

（４）市郡別男女5歳階級別人口の推定（1905年・1910年・1915年）
　最後に，市郡別男女5歳階級別人口の推定を行う。（３）の全県男女5歳階級別人口と同様
の手法により算出した市郡別男女5歳階級別人口を初期値として，繰り返し比例補正により推
定を行った。1915年の市郡別男女5歳階級別人口の初期値の推定式は下記のとおりである。

　

ここで， ：1915年の市郡 i ・性別 j ・年齢x ～ x+４歳人口の初期値人口，

：1920年 国 勢 調 査 に よ る 市 郡 i ・ 男 女 計 年 齢x+5 ～ x+９ 歳 人 口，

：「島根県統計書」による1915年の市郡 i ・男女計年齢x ～ x+４歳人口，

：「島根県統計書」による1920年の市郡 i ・男女計年齢x+5～ x+９歳人口，
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である。また， は市郡 i の男女計 x+5～ x+９歳→ x ～ x+４歳変化率逆数の補正係

数， は市郡 i のx ～ x+４歳人口の性別 j 人口への振り分け係数であり，算出方

法は（３）の ， とそれぞれ同様である。

　以上により，1915年の市郡別男女5歳階級別人口の初期値が算出されるが，これらをすべて
の年齢について足し上げても（２）で推定した市郡別男女別総人口に合致せず，またすべての
地域について足し上げても（３）で推定した全県男女5歳階級別人口に合致しない。そこで

（２）と（３）で得られた合計値を制約条件とした繰り返し比例補正により，両者に合致する
市郡別男女5歳階級別人口を推定した。続いて，推定された1915年の市郡別男女5歳階級別人
口をもとに，上記と同様の手法により1910年および1905年の市郡別男女5歳階級別人口を推定
した。

４．市郡別動態数の補正
　市郡別動態数は，まず人口動態統計ベースへの補正を行い，続いて生命表生残率を用いた動
態数の補正を行うことによって推定した。以下，それぞれの手順について説明する。

（1）人口動態統計ベースへの補正（1905年・1910年・1915年）
　２章（２）で述べたように，動態数（出生数・死亡数）についても「島根県統計書」と人口
動態統計の間で乖離があるため，人口動態統計による全県の動態数に合致させる形で「島根県
統計書」による市郡別の動態数を補正する。出生数・死亡数とも同様の方法により補正を行う
が，以下では出生数を例に補正の考え方と手法について述べる。1925年・1930年・1935年の

「島根県統計書」による市郡別出生数と人口動態統計による市郡別出生数の差が市郡別に一様
でないことを考慮し，1925年・1930年・1935年の市郡別の期待出生数と「市町村別人口動態統
計」による出生数の平均的な比を適用することにより，1915年以前における人口動態統計と整
合的な市郡別出生数を推定した。推定式は下記のとおりである。

　

ただし　 　ただし，u＝1925，1930，1935

ここで， ： t 年の市郡 i ，性 j の推定出生数， ：： t 年の市郡 i ，性 j の「島
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根県統計書」による出生数， ：「市町村別人口動態統計」による u 年，市郡 i ，性 j
の出生数， ：「島根県統計書」による u 年，全県性 j の出生数， ：人口動
態統計による u 年，全県性 j の出生数，である。
　 は，期待出生数と「市町村別人口動態統計」による出生数の比を表しており，1925年・
1930年・1935年のデータを通算した値をそれぞれ分母分子としている。1915年以前における市
郡別の期待出生数と人口動態統計ベースの出生数の比が1925年・1930年・1935年の値を通算し
た比と同じであると仮定すれば，「島根県統計書」による1915年以前の出生数にこの比を乗じ
た値が人口動態統計ベースの出生数となる。なお は，t年の性別jの出生数に関する調整
係数（人口動態統計による全県の出生数に合致させるための係数）である。死亡数についても
出生数と同様の方法で補正を行うことにより，人口動態統計ベースの死亡数が得られる。

（２）生命表生残率を用いた動態数の補正（1925年以前）
　国勢調査前においては出生後すぐに死亡するケースが多く，出生届および死亡届の代わりに
死産届のみ出されることなどが少なからずあったといわれている（水島 1962）。このような出
生届・死亡届の届出漏れの可能性を勘案すると，出生数・死亡数とも補正の必要があると考え
られる。データの不足等により補正方法には様々な検討の余地があるが，本稿では戦前の全国
生命表を活用することによって出生数の補正を試みた。
　補正にあたっては，出生→0歳の生残率および変化率に着目した。生命表からは出生→0歳
の生残率，「島根県統計書」からは出生→0歳の変化率がそれぞれ算出可能である6。ただし戦
前の生命表においては，Ｌ（定常人口）が表象されていないため，ｌ（生存数）からＬを推定
した後に生残率を算出することとした。ｌからＬの推定には様々な方法があるが，本稿では山
口ほか（1995）において紹介されている簡便な方法を用いた。山口ほか（1995）によれば，Ｌ
の推定式は下記のとおりである。

　 　　ただし，

ここで， ：x歳の定常人口， ：x+1歳の生存数， ：x歳の死亡数， ：x歳死亡者

の平均生存年数，である。上式にx＝0を当てはめることによって を推定するが，その際

には，生命表から得られない0歳死亡者の平均生存年数（ ）を推定する必要がある。 の

推定にあたって参考となるのは，一つの国で年次とともに死亡率は変化しても，年齢別死亡率

のパターンが大きく変化することはない（山口ほか 1995）という経験則である。このように

仮定すれば， は長期間にわたって不変と考えることができる。チャン（1984）においては，

世界各国の1975年における の値が掲載されており，日本では男について ，女に

6 「島根県統計書」では，分析対象期間において1年間の出生数と12月31日現在の男女年齢別人口が記載さ
れている。したがって，同年の統計書による出生数と0歳人口は，同一コーホートとみなすことができ
る。
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ついて となっており，この値を適用することによって を推定した。図5 出生→0歳の変化率と生命表生残率 

※原資料は下記のとおり。
出生→ 歳変化率：「島根県統計書」，第 回改作：水島（ ），第 回：内閣統計局「第 回生命表」，第 回：内閣統計局「第 回生命表」

男 女 
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図5　出生→0歳の変化率と生命表生残率

　ところが，第1回国勢調査が行われた1920年以前に作成された生命表の信頼性については検
討の余地があることから（斎藤 1992），松浦（1958）では第1回～第３回生命表の改作，水島

（1962）では第1回～第４回生命表の改作がそれぞれ行われている。本稿では，第３回～第5
回の生命表から出生→0歳の生残率を算出するが，第３回のみ水島（1962）によって改作され
た生命表から生残率を算出することとした。第３回（改作）・第４回・第5回生命表から算出
された出生→0歳生残率と，「島根県統計書」から得られる出生→0歳変化率を重ねて示した
のが図5である。仮に，全国と島根県の生残率水準が同じであり，出生→0歳において県外と
の純移動がないとすれば，両者は一致するはずである。しかし，図5から明らかなように男女
とも両者の間に乖離がみられ，注目すべきは，第３回生命表（改作）生残率との比較では変化
率が大幅に上回っているのに対して，第４回・第5回生命表生残率との比較では変化率が概ね
下回っている点である。生残率は第３回生命表（改作）から第5回生命表にかけて上昇してい
る反面，変化率は年ごとの変動はあるものの概ね横ばいで推移している。出生→0歳の人口移
動状況が期間中に変化していなかったとすれば，生残率の上昇に伴って変化率も上昇するはず
である。この間に出生→0歳の人口移動状況が大きく変化したとは考えづらいため，初期の段
階において変化率が過大であった，すなわちこの時期における「島根県統計書」による出生数
が過小であった可能性が指摘できる。
　本稿では人口動態統計ベースの出生数を出生力算出に用いるが，「島根県統計書」による出
生数と人口動態統計による出生数はほぼ連動しており（図２），同時期の人口動態統計による
出生数も同様に過小であった可能性があると考えられる。こうした状況を受け，本稿では，
1930年時点の出生→0歳の生残率と変化率との比が全期間に適用されるものと仮定することに
よって出生数の補正を行った。具体的な手法は下記のとおりである。
　第5回生命表と同一期間の1926～1930年における生残率に対する変化率平均値の比は，男＝
0.964，女＝0.973である。これらを1926～1930年の中間年である1928年の値とする。男女とも
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比の値が1を下回っている要因として，島根県の出生→0歳生残率が全国水準よりも低かった
こと，島根県において出生→0歳が転出超過であったことなどが考えられる。同様に，第３回
生命表（改作）と同一期間の1909～1913年における生残率に対する変化率平均値の比は，男
＝1.042，女＝1.041であった。これらを1909～1913年の中間年である1911年の値とする。期
間中，比の値が直線的に変化すると仮定すれば，1930年における比の値は，男＝0.955，女＝
0.965となる。1911年の比の値をこれらと同じとするには，出生数を男について1.042÷0.955
＝1.091倍，女について1.041÷0.965＝1.079倍に，それぞれ補正する必要がある。そこで，
1930年を基準とした1911年の出生数の補正係数を男女の単純平均の1.085倍とし，この間の補
正係数は直線的に変化するものとした。また，1905～1911年の間も同様に直線的に変化するも
のとして直線を補外する一方で，1930年以降の出生数の水準は人口動態統計と同一とした。そ
の結果，1905年以降5年ごとの出生数の補正係数は表２のようになり，すべての市郡において
同じ補正係数を適用した。

表２　出生数の補正係数
表2 出生数の補正係数 
1905年 1910年 1915年 1920年 1925年 1930年 1935年

補正係数

　一方，死亡数についても補正を行った。具体的には，上記の1925年以前の出生追加分は出生
後すぐに死亡したものとみなすことにより，1925年以前の死亡数を補正した。なお，島根県に
おいては戦前から届出遅れは少ないため7，出生追加分はすべて同年中に死亡したものとした。
1905年を例に説明すると，同年の出生数の補正係数は表２より1.111であるので，全県で想定
される出生数は人口動態統計の1905年出生数（17,960）にこの補正係数を乗じて19,962であ
る。したがって，追加出生数は19,962－17,960＝2,002であるので，これを同年の島根県の死
亡数14,903に加えることによって補正後の死亡数は16,905となり，後者を前者で割ることに
よって死亡数の補正係数は1.134となる。この値を（1）で推定した市郡別死亡数に一律に乗
じることによって，死亡数を補正した。

5．市郡別出生力・死亡力の算出と考察
（1）出生力・死亡力の算出式
　以上により補正を行った市郡別男女年齢5歳階級別人口および動態数をもとに市郡別出生
力・死亡力を算出する。利用可能なデータが限定されているため，市郡別の出生力・死亡力は
間接標準化に基づいた指標により評価を行う。
　まず出生力に関して，算出式は下記のとおりである。

7 戦前の出生数は，届出遅れが相当数存在することが知られているが（伊藤 1996，高橋 2003），本稿にお
ける分析対象期間のなかで，20年分の届出遅れの把握が可能な1905～1921年の出生の届出遅れ数を当該
年の出生数で割った届出遅れ率は，島根県では1906年の1.23％が最高であった。
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ここで， ： t 年市郡 i の出生力， ： t 年市郡 i の補正後出生数， ：

t 年市郡 i の補正後女性x ～ x+４歳人口， ：1930年全国の女性x ～ x+４歳の出
生率，である。右辺の分母は仮に t 年市郡 i の年齢別出生率が1930年全国の年齢別出生率と同
じであったとした場合に期待される出生数，分子は実際の（補正後の）t年市郡iの出生数であ
る。したがって本指標は， t 年市郡 i の年齢別出生率が1930年全国の年齢別出生率よりも高け
れば1を上回り，逆に低ければ1を下回る標準化出生比に相当する。また，求められた t 年市
郡 i の出生力に1930年全国のTFRを乗じた値が，概ね t 年市郡 i のTFRとなる。
　死亡力についても同様の考え方に基づき，下記の算出式によって求める。

　

ここで， ： t 年市郡 i の死亡力， ： t 年市郡 i の補正後死亡数， ：

t 年市郡 i の補正後性 j ，x ～ x+４歳人口， ：1930年全国の性 j ，x ～ x+４歳の
死亡率，である。右辺の分母は仮に t 年市郡 i の年齢別死亡率が1930年全国の年齢別死亡率と
同じであったとした場合に期待される死亡数，分子は実際の（補正後の） t 年市郡 i の死亡数
であるから，本指標は t 年市郡 i の年齢別死亡率が1930年全国の年齢別死亡率よりも高ければ
1を上回り，逆に低ければ1を下回る標準化死亡比に相当する。
　標準化は，データの不足しがちな地域の人口分析において有力な手法であり（山口ほか 
1990），これまでも地域別出生力や死亡力の分析等に活用された例が散見される（たとえば，
山内 2006，高橋 2007，小池 2010，中村ほか 2011，など）。人口構造の違いの影響を除去した
形で複数の地域や時点の指標を比較可能とするのが標準化のメリットであるが，標準となる集
団（本稿の場合1930年全国）と t 年市郡 i の年齢別出生率・死亡率のパターンに大きな差がな
いことを前提としている点には留意が必要である。

（２）市郡別出生力・死亡力の推移と考察
　以上の式により推定した1905～1935年の市郡別出生力（ ）を表３，市郡別死亡力

（ ）を表４にそれぞれ示した。各時点における最大値と最小値には網掛けを施し，表
の右には1905～1935年の変化率を併記している。
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表３　推定された市郡別出生力（標準化出生比）

表3 推定された市郡別出生力（標準化出生比） 

1905年 1910年 1915年 1920年 1925年 1930年 1935年
1905→1935年
変化率（％）

島根県

松江市

八束郡
能義郡
仁多郡
大原郡
飯石郡
簸川郡
安濃郡
邇摩郡
邑智郡
那賀郡
美濃郡
鹿足郡
隠岐島

：最大値 ：最小値

表4　推定された市郡別死亡力（標準化死亡比）
表4 推定された市郡別死亡力（標準化死亡比） 

1905年 1910年 1915年 1920年 1925年 1930年 1935年
1905→1935年
変化率（％）

島根県

松江市

八束郡
能義郡
仁多郡
大原郡
飯石郡
簸川郡
安濃郡
邇摩郡
邑智郡
那賀郡
美濃郡
鹿足郡
隠岐島

：最大値 ：最小値

　島根県全県の出生力は，1905→1920年にかけて上昇した後，1920→1925年はほぼ横ばい，
1925→1930年は低下したが，1930→1935年で再び上昇しており，全期間を通じて概ね上昇傾向
にある。高橋（2010）によれば，島根県では1899～1908年から1919～1921年にかけて普通出生
率が大幅に上昇しており8，これと概ね整合的であるといえるが，今回の推定結果は上昇率がさ
らに大きくなっているように見受けられる。その一因として，島根県における人口構造の変化
が挙げられる。島根県の人口は1905～1920年にかけて増加したが，出生力（標準化出生比）の
算出対象となる女性15～49歳人口は横ばいないし微減で推移しており，とくに出生率の高い20

8 島根県の普通出生率の上昇率は，47都道府県中最も高いことが示されている。
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歳代の女性人口が大きく減少している（図４）。したがって，総人口を分母として算出される
普通出生率よりも，出生に直接的に関連する女子人口が分母となって算出される標準化出生比
の方が上昇率は高くなる。1905年の普通出生率と標準化出生比をそれぞれ100とした場合の値
の推移をみると（図６），一貫して標準化出生比の値の方が高くなっている。明治末期～大正
期にかけては，農村から都市部への人口移動傾向が次第に強まった時期であるため，地域別の
総人口の変化と再生産年齢女子人口の変化は必ずしも連動していないと推測される。出生力を
複数の時点間や地域間で比較する場合，可能な限り人口構造の違いを考慮することが望ましい
といえよう。ちなみに，1930年全国のTFRは4.7であるので，1920年以降の島根県においては，
概ねTFR＝5.0を少し上回る水準で推移していたことになる。

図6　島根県の普通出生率と標準化出生比の指数の推移（1905～1935年：1905年＝100）
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図6 島根県の普通出生率と標準化出生比の指数の推移 
（1905～1935年：1905年＝100） 

普通出生率

標準化出生比

　市郡別にみると，1935年を除いて最も出生力が高いのは邇摩郡であり，概ね全県の値と連動
して推移している。大正～昭和初期における島根県の市町村別出生力について，主に子ども女
性比9によって分析した廣嶋（2010）によれば，1915～1920年の段階で邇摩郡に含まれる旧銀山
領周辺地域の出生力が県内において高いことが示されているが，この状況は少なくとも明治末
期から継続していたものと捉えられる。その他，多くの郡において出生力の変化は概ね全県の
出生力の変化と連動しており，全県との較差は比較的安定しているが，松江市では1920年頃か
ら出生力の低下が顕著であり，1925年以降は全県の出生力よりも大幅に低い水準で推移してい
る。島根県内において松江市で出生力が先行的に低下していたことは興味深い現象であり，県
庁所在地クラスの都市においてはこの時代に出生力低下が起きた可能性を示すものである。こ
の点を実証するには他地域における分析が不可欠であるが，人口転換プロセスが都市部から発
生した後農村部へと空間的に波及していった可能性が窺える。また分析対象期間中，県内では
松江市において最も人口増加率が高く，大正期において相対的に高出生率となった周辺の郡部
から都市部への人口流入傾向が強まったという鈴木（2004）の指摘は，島根県にも該当すると
考えられる。
9 子ども女性比の算出方法は様々であるが，廣嶋（2010）では0歳または0～5歳人口を分子，20～44歳
女子人口を分母とした値が用いられている。
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　一方，全県の死亡力についてはスペイン風邪の影響により1920年において一時的に上昇して
いるのを除き，概ね低下傾向を示しており，市郡別にみると出生力と同様，死亡力の変化も全
県の死亡力の変化とほぼ連動しているように見受けられる。期間を通じて死亡力が高いのは邇
摩郡であり，1915年・1920年・1930年・1935年の４時点において最も高い値となっている。上
述のように邇摩郡では出生力も高いが，死亡力が高かったため人口を維持するには高い出生力
が必要であったという見方も可能であろう。1905～1935年の市郡別死亡力と出生力の相関係数
は概ね0.2～0.6で推移しており，当時の出生力を規定するひとつの要因として死亡力の水準が
あったと考えられる。
　松江市に着目すると，1905年において最も死亡力が高く，その後も1930年までは一貫して全
県よりも高い水準で推移しているが，1930～1935年にかけて大幅に低下して全県を下回る水準
に変化している。「都市蟻地獄説」に代表されるように，一般に都市部では江戸時代から死亡
率が高かったことが知られており（速水 1997），島根県内では松江市において死亡率が相対的
に高い状態であったが，死亡率の低下も出生率の低下と同様に都市部から発生した可能性を示
すものである。一方で，1935年段階で死亡力が高いのは，上述の邇摩郡のほか邑智郡や那賀郡
など松江市から比較的離れた地域であった。明治後期から大正期にかけての府県別出生率・死
亡率の分析を行った高橋（2010）は，「とくに京阪神の大都市の出生率低下の開始と低死亡率
への変化の萌芽がみられる」と同時に，「多くの農村部，とくに大都市から離れた農村部では
依然高い出生率と相対的に高い死亡率への移行がみられる」と指摘しており，若干の時期の違
いは考慮する必要があるものの，今回の推定結果は，この指摘が都道府県内のスケールでみて
も概ね当てはまる可能性を示唆しているといえる。

6．おわりに
　本稿では主に「島根県統計書」を活用し，明治末期～昭和初期における島根県市郡別の出生
力・死亡力の算出を試みた。その際，「島根県統計書」に記載されている人口と動態数が，そ
れぞれ国勢調査と人口動態統計による値と乖離がみられることから，島根県統計課（1974）に
よる修正乙種現住人口を正確な人口とみなすことなどによって補正を行った。また，人口動態
統計による出生数・死亡数も，届出のなかった出生・死亡が反映されていない可能性があるた
め，同時期の全国生命表から算出される出生→0歳生残率をもとに修正を行った。
　その結果，当時の島根県内における出生力・死亡力について，おおよそ下記の点を明らかに
することができた。第一に，島根県全県では明治後期～昭和初期の間に出生力は概ね上昇した
反面，死亡力は低下傾向を示した。第二に，出生力・死亡力の水準は市郡によって大きく異
なっていたが，それぞれの変化は全県における変化と概ね連動していた。下述の松江市を除
き，市郡別の出生力・死亡力の地域較差は比較的安定していたことがうかがわれた。第三に，
死亡力の高い地域では出生力も高い傾向があり，当時は地域別の死亡力の水準が出生力を規定
するひとつの要因であったことが推察された。第四に，松江市では出生力・死亡力とも特異な
動きを示し，双方とも期間中の低下スピードが速かった。この点は，出生力・死亡力の低下が
都市部において先行的に発生し，その後農村部へと空間的に波及していった可能性を示すもの
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である。とくに国勢調査開始以前は地域別の人口統計が十分に入手できないため，人口動態分
析も困難であるが，「島根県統計書」の活用により上述のような知見が得られたことによって，
国勢調査開始以前における他地域の人口動態分析の可能性も広がったといえよう。
　同様の分析を他地域にも適用することにより，地域別人口動態変化の諸相が捉えられ，全国
的な人口転換のメカニズム解明へとつながる可能性がある。ほかにも今後の研究の方向性とし
て，今回の島根県市郡別出生力・死亡力の推定結果の詳細な分析，明治後期以前や第二次世界
大戦後における出生力・死亡力の推定と長期間にわたる人口動態分析などが挙げられる。これ
により，島根県内の地域別人口動態に関して，廣嶋（2002）等で研究されている近世の変化と
近代以降の変化を通して分析することも可能となるだろう。また，不完全な統計の補正にも
様々な手法が考えられる。石見銀山領を沿岸・中間・山間の３地域に区分して幕末期の各地域
における人口動態を分析した廣嶋（2015）は，間引きの地域差の可能性を指摘しており，全国
生命表から算出される出生→0歳生残率をもとに出生力・死亡力を全市郡で一律に補正するこ
との妥当性にも検討の余地がある。以上を今後の主たる課題としたい。
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明治後期～昭和初期における島根県市郡別の出生力と死亡力の算出

　In this paper, the fertility and mortality of a city and counties of Shimane prefecture from 
1905 to 1935 are calculated by utilizing the “Statistics of Shimane prefecture (Shimane-ken 

Toukeisho)” before the Second World War. Data from “Shimane-ken Toukeisho” on sex- and age-
specific population and the number of births and deaths by a city and countries, which are 
required for the calculation of fertility and mortality, are corrected by using census and vital 
statistics published around the same time. The analysis revealed some important findings on 
the regional population dynamics at that time. Although the level of fertility and mortality 
by county were relatively stable throughout the period, they declined sooner in Matsue city, 
supporting the hypothesis that population transition gradually spread from the urban to rural 
areas. Additionally, this paper presents an example of a method for correcting inaccurate 
data. This will lead to an investigation of a nation-wide population transition mechanism 
through the historical analysis of population dynamics in other areas.

Keywords : A city and counties of Shimane prefecture, Prewar period, Fertility, 
Mortality, Population transition
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